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１．はじめに 
 
地震調査研究推進本部地震調査委員会（以下、「地震調査委員会」という）は、地震に関する調

査研究の成果を収集・整理・分析し、主要活断層帯で発生する地震や海溝型地震について地震発

生可能性の長期的な評価を行い、地震発生確率を公表している。また、地震調査委員会は余震発

生確率を求める手法を標準化し、気象庁がその手法に基づいて規模の大きな地震が発生した後の

余震活動の見通しを適時に発表している。 
長期的な評価および余震発生確率以外は、現時点では、地震活動の推移・見通しについて予測

する手法は確立されていない。しかしながら、関係機関の観測データを一元的に処理する業務の

成果等、地震データの蓄積が進んでおり、過去の地震活動の特徴を抽出し整理することにより地

震活動の予測的な評価が可能と考えられる事例がいくつか見出されてきている。 
そのため地震調査委員会は、群発地震の性質等過去の地震活動から特徴の抽出・整理を進める

とともに、地震活動の推移・見通しについて予測的な評価手法の検討を行うため、地震活動の予

測的な評価手法検討小委員会（以下、「小委員会」という）を設置した（図１）。 
小委員会においては、地震・地殻変動観測データや研究成果が多く得られている伊豆東部の群

発的な地震活動を対象として予測的な評価手法の検討を行い、ここにとりまとめた。 
なお、本手法は過去の地震活動から抽出した特徴を基にとりまとめたものであり、過去の活動

と同様の形式で発生する地震活動を予測する手法である。そのため、過去の活動とは異なる形で

地震活動が発生した場合は、本手法による予測の適用外となることに留意する必要がある。 
また、今回とりまとめた手法を用いて予測した地震活動の推移・見通しについて情報発表を行

う際には、情報の内容や提供方策、あるいはそのような情報を受けた機関がとるべき防災対応等

について、防災関係部局間で検討を進める必要がある。 
 



 2  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

気象庁 予測情報を発表 

地震・地殻活動の 24 時間監視 

予測情報の発表 

事前検討

 

様々な活動の特徴抽出 
 ・群発地震活動 
 ・前震活動 
 ・ 

様々な研究成果 
 ・地震発生予測検証実験(CSEP) 
 ・その他の物理モデル 
 ・ 

技術的な検討 

地震調査委員会 

地震活動の予測的な 

評価手法検討小委員会

報告 意見 

 

協 議 

地方公共団体 

内閣府 

消防庁 

発表する情報内容等の検討 

等

気象庁 

図１ 
予測的情報の検討体制および 
発表体制 
 



 3  

２．伊豆東部で発生する地震活動について 
２－１ 地震活動の概要 

伊豆半島東部の伊東市の沿岸からその沖合の領域（以下、「伊豆東部」と記述する）では、1978
年 11 月 23 日頃から群発地震活動が始まり、11 月 26 日頃からは体に感じる地震が多発し始め、

12 月３日にはマグニチュード（Ｍ）5.5 の地震が発生し、熱海市網代で震度４を観測した。12 月

10 日頃にはその活動は低下したものの、その後も活発な群発地震活動が繰り返し発生した。群発

地震活動は、これまでの約 30 年間で 46 回1（2010 年８月時点）発生しており、1980 年代～1990
年代は毎年の様に活発な活動が発生していた（図２）。また、1989 年６月 30 日から始まった群

発地震では、地震の数が低下し始め、その後７月 13 日に、伊東市沖の手石海丘で海底噴火が発

生した。 
この地域では、1930 年にも震度５を７回観測するような活発な地震活動があり、Kuno（1954）

は地下深部のマグマ活動の可能性を指摘していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
伊豆東部の群発地震の活動域は、主に汐吹崎から川奈崎の沖合を中心とする、北西－南東方向

のおおよそ 20km の範囲にあり、群発地震は数日～10 日程度、長い場合には１ヶ月程度続く場合

もある。Ｍ５クラスの地震が複数発生することもある。これまでに発生した最大の地震は 1980
年のＭ6.7 の地震（網代で震度５）である。また、伊豆東部の地震活動ではしばしば顕著な地殻

                                                  
1 気象庁の鎌田地震観測点における、Ｓ－Ｐ時間６秒以内、速度型地震計の上下動成分の最大振幅 40μkine 以上

（気象庁地震予知情報課，2005）の地震が、任意の 24 時間で 25 回以上観測された活動 
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変動が観測される。さらに、群発地震の活動域が伊東市の市街地に近いことから、Ｍ５クラスの

地震が発生すると伊東市を中心として震度５弱程度の強い揺れに見舞われ、被害を伴うことがあ

る。最近では 2009 年 12 月に M5.1、M5.0 などの地震を含む群発地震活動が発生し、負傷者７

名、住家一部損壊 278 棟などの被害が生じている（被害は総務省消防庁による）。 
 

２－２ 既往の調査研究成果 

伊豆東部付近は大室山などの単成火山が分布している火山地帯であり、これらの単成火山は総

称して伊豆東部火山群と呼ばれている。1989 年の伊東市沖の手石海丘での海底噴火は、有史以来、

伊豆東部火山群での初めての噴火であった。 
伊豆東部の群発地震活動の原因として、地下深部でのマグマ活動の可能性が指摘されていたも

のの（例えば Kuno，1954 など）、そのことを示す直接的な観測事実が得られていなかったが、

この噴火により、これまで伊豆東部で発生していた群発地震活動の原因がマグマ貫入であったこ

とが明らかになった。島崎（1989）や Okada & Yamamoto（1991）などは、群発地震活動の際

に周辺で観測された地殻変動データを説明するために、ダイク貫入による開口型断層モデルを提

案した。また、Morita et al.（2006）は、地殻変動データから推定されるマグマの体積と震源デ

ータを基にしたダイクの面積を用いて、深部マグマだまりから浅部へマグマが上昇する過程を定

量的に説明した。群発地震活動の際には気象庁が東伊豆町に設置している体積ひずみ計（以下、

「東伊豆」）でも縮みの変化が観測されており、宮村他（2010）は東伊豆で観測された変化量と、

他の研究で得られたマグマ貫入量のデータを整理し、両者に良い相関があることを指摘している。 
また、東京大学地震研究所（阿部）・気象庁地震予知情報課（1998）は、東伊豆の縮みの変化

量と群発地震活動の規模との相関関係を指摘し、活動初期に出現するひずみ 24 時間変化量の最

大値を基に群発地震活動の規模（地震回数、活動日数、日回数 100 回以上の日数）を予測する式

を提案した。ただし、途中で活動が急変した 1988 年や 1989 年の事例については、相関関係から

外れることや、最大地震の規模はひずみ 24 時間変化量との相関が良くないことから例外事例と

して扱っていた。 
その後、2000 年代に入ってから群発地震活動はやや低調となり、例えば 2002 年 5 月や 2006

年 11 月の活動ではひずみ変化量から予測される地震数に比べて発生した地震数は少なく、従来

の回帰直線からは外れているなどの指摘がある（気象庁地震予知情報課，2002，2007）。 
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３．伊豆東部の地震活動の特徴 
３－１ マグマ貫入と地震活動について 

２－２で述べたとおり、伊豆東部の群発地震活動は地下深部のマグマが浅部に貫入することで

引き起こされている。その地下深部からのマグマの貫入量と地震活動の規模との関係について、

図３は、過去の群発活動時におけるマグマ貫入量と震源分布の断面積（北西－南東方向鉛直断面

上での震源域の広さ）の関係を示しているが、マグマ貫入量に応じて震源分布の断面積が大きく

なっていることがわかる。また地震活動の規模（ここでは気象庁の鎌田地震観測点（以下、「鎌田」

という）の地震回数）もその断面積と比例関係にある。すなわち、地震活動の規模はマグマ貫入

量と相関がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、群発地震の活動時には、活動域の周辺では明瞭な地殻変動が観測される。東伊豆でも縮

みの変化が観測されており、その総変化量及び 24 時間変化量の最大値はマグマの貫入量に対応

したものとなっている（宮村他，2010：図４）。 
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以上のように、地下深部からマグマが貫入することでその貫入量に応じた地震活動が発生し、

またその貫入量に応じたひずみ変化が観測されてきている。つまり、 

・マグマ貫入量と地震活動の規模（地震回数）は相関がある。 
・マグマ貫入量と東伊豆のひずみ変化量には相関がある。 

という特徴を見出すことが出来る。 
なお、ひずみ変化量の「総変化量」および「24 時間変化量」はそれぞれ、 

・総変化量：１回の地震活動の開始時と終了時の観測値の差 
・24 時間変化量：１回の地震活動の活動中における 24 時間の観測値の差 

を指す。ひずみ計の記録からの読み取りの例を図５に示す。 
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３－２ マグマ貫入と東伊豆のひずみ変化 
３－１で述べたとおり、マグマの貫入量と東伊豆のひずみ変化量の間には相関がある。ここで

は、その関係について検討する。図６に過去の地震活動における、マグマ貫入量と東伊豆のひず

み変化量との関係を示しているが、この図から、マグマの貫入量（Ｖ百万ｍ３）と東伊豆の最大

ひずみ 24 時間変化量（Ｓ24 n strain）およびひずみ総変化量（Ｓtotal n strain）との間に以下の

ような関係を導き出すことが出来る。 

 Ｖ = 7.42×10-２ × Ｓ24      ・・・ 最大ひずみ 24 時間変化量 （１） 

 Ｖ = 1.92×10-２ × Ｓtotal   ・・・ ひずみ総変化量  （２） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ここで、東伊豆のひずみ 24 時間変化量、すなわち変化速度とマグマの貫入量との相関につい

て検討する。マグマがダイク状に地殻浅部へ上昇するモデルを考え、貫入するマグマの量につい

て、開口量を変えた 300 万、600 万、1200 万ｍ３の３通りを仮定し、それぞれの場合における東

伊豆のひずみ総変化量とひずみ 24 時間変化量の違いを比較した（図７）。この結果から、ひずみ

総変化量だけでなく、ひずみ変化速度（ひずみ 24 時間変化量）とマグマ貫入量に相関があるこ

とが説明できる。なお、マグマの上昇は浮力に依ると考えた場合（Morita et al.,2006）、マグマ

および周囲の岩盤の物性が変わらなければ上昇速度は量に依らず一定となる。 
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ここでは、深さ 10km から３km／日で成長し、深さ５km まで成長した後、３km／日で浮上

するモデルを仮定した。深さ 10km から開始することについては、東伊豆のひずみ変化の傾向か

ら設定した。図８にはマグマの深さの違いによる、東伊豆のひずみ変化の違いを計算した結果を

示した。マグマが深部から上昇してくる場合、概ね深さ 10km より深いところから上昇する場合

には東伊豆のひずみの変化は伸びとなり、概ね深さ 10km より浅いところから上昇する場合には

縮みの変化が観測されることになる。過去の群発地震活動時に東伊豆で伸びの変化が観測された

ことがないことから、マグマは伊東市の東方沖の地下 10km 付近から上昇を始めるものと考えら

れる。 
なお、国土地理院（2006b）は地殻変動データから、地下深部に水平なマグマだまりがあり、

そこからマグマが供給されるモデルを提案しており、そのマグマだまりの深さを 10km 付近とし

ている。東伊豆のひずみ変化もこのモデルと整合している。 
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図７ マグマ貫入モデル 
   上：観測されるひずみ変化

   下：マグマ上昇模式図 

図８ マグマの深さによる、東伊豆のひずみ変化傾向の違い 
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以上で示したように、ひずみの総変化量はマグマの貫入量に比例している。また、ひずみ変化

の傾きもマグマの総量に比例していることがわかる。３－１で述べたように、群発地震活動の規

模はマグマの貫入量に比例することから、群発地震活動の規模は東伊豆のひずみの総変化量と相

関があり、またそれはひずみ変化の傾き（単位時間あたりの変化量）とも相関があることになる。

そして、過去の地震活動においては、東伊豆の 24 時間変化量の最大は活動初期に現れることが

多く、この変化量を観測することで群発地震活動の規模を早い段階で予測することが可能になる

と考えられる。 
 
なお、これまでの群発地震活動の際、体積ひずみ変化や傾斜変化等の地殻変動が地震活動に先

行する事例があることが指摘されている（気象庁地震予知情報課,1997；防災科学技術研究

所,1998 など）。これは、深部からマグマが上昇する際、上昇し始めたところが高温のために脆性

破壊を起こしにくい場所であると地震は発生せずに地殻変動のみが観測され、それよりも浅い場

所へ上昇してくると地震が発生し始めるものと考えられる。 
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３－３．マグマ貫入の深さによる活動状況の違い 
 過去の地震活動では、2000 年代に入ってからの活動のように、ひずみ変化量から予測される地

震数に比べて発生した地震数が少ない事例が見られる。このことについて、個々の地震活動を検

討したところ、マグマが貫入した深度に依って活動の規模が大きく異なることが分かった。 
図９に鎌田の地震回数と活動期間における東伊豆におけるひずみ 24 時間変化量の最大値の関

係を示す。図中のシンボルの違いは地震活動の発生場所（深さ）の違いを示している。●は浅い

場所（概ね６km 以浅）まで震源が上昇してきた活動であり、◆は深い場所に留まっていた活動

である。発生場所の違いによって活動の規模が大きく異なることがわかる。これは、マグマが何

らかの原因で図７のようには上昇しきれず、狭い範囲にしか貫入できなかった場合、マグマ貫入

量と比較して影響面積が相対的に小さくなり、その結果群発地震活動の規模も小さくなる、と考

えることで説明が可能である。 
そして、図中の直線のうち、青い実線は深い場所に留まった活動の大まかな回帰直線、赤い実

線は浅い場所の、特に地震回数が多いグループを結んだ線である。赤の点線は東京大学地震研究

所（阿部）・気象庁地震予知情報課（1998）による回帰直線である。また東京大学地震研究所（阿

部）・気象庁地震予知情報課（1998）が例外として扱った 1988 年（図中、18 で表示）と 1989
年（同、20）の２事例については活動初期のひずみ 24 時間変化量の最大値と鎌田地震回数との

関係も併せて示した（図中○）。浅い／深い、それぞれの事例でひずみ 24 時間変化量と鎌田の地

震回数との間に相関関係が見られている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
しかし、活動場所は活動期毎に異なることから、鎌田から震源までの距離は近い場合で、６～

７km、遠い場合には 12km 程度もしくはさらに離れる場合もある。このことから鎌田で計数し

ている地震のＭの下限は活動毎に異なっており、鎌田観測点の地震回数だけで活動規模の正確な

比較はできない。そこで、以下のような方法で、全ての活動期間毎にＭ1.0 以上の地震回数のデ

ータセットを作成した。なお、Ｍ1.0 とは近年の観測網で群発地震活動時においてもほぼ捕捉で

きているＭの下限である。 
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18 
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(18) 

(20) 

図９ 東伊豆のひずみ24時間 
   変化量と鎌田の地震回数 

37
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・活動期間中に、気象庁によって震源決定された地震の規模別頻度分布からグーテンベルク・

リヒターの式（G-R 式）を求める。 
・鎌田で計数している地震の下限Ｍの値と回数のデータを、上記の規模別頻度分布に描き加え

る。なお、計数している地震の下限Ｍは観測点からの震央距離を基に算出した（図 10）。 
・鎌田の地震回数が概ねその G-R 式の延長上に乗ることを確認する。全ての事例で G-R 式か

ら計算される回数の倍半分の範囲に収まっていることを確認した。 
・G-R 式からＭ1.0 以上の地震回数の推定を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このようにして得られたデータセットは全活動期間を通じた均一なものとなっていると考えら

れる。以下ではこのＭ≧1.0 の地震回数データ（以下、「Ｍ１回数」という）を活動予測の検討に

用いる。 
 
図 11 には東伊豆のひずみ 24 時間変化量の活動期間中の最大値とＭ１回数の関係を示した。図

中の線は、図９と同様、それぞれ深い場所に留まった活動の大まかな回帰直線と、浅い活発な活

動を結んだものである。 
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図11 東伊豆ひずみ24時間変化量

とＭ１回数（活動期間毎） 

図10 Mが求められた地震の規模別頻度分

布と鎌田地震回数（青丸） 
   1995年９月の事例（No.30） 

下限Ｍ 

Ｍ１回数

鎌田地震回数
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この図の中で、1998 年 4 月の事例（37）は、ひずみ 24 時間変化量に比べてＭ１回数の割合が

1988 年、1989 年よりも多くなっている。この事例（37）については、活動途中で地震が数回に

わたり急増しており、複数回にわたってマグマの貫入があったと考えられる事例である。新たな

マグマの貫入を繰り返し、その結果、地震回数が多くなったと考えられる。 
過去の事例を検証してみると、この様に活動の最中にその様子が急変するようなケースがいく

つか見いだされる。図 12 には 1988 年と 1998 年のケースを例として示した。図中、ひずみの変

化がその前に比べて急になるとともに地震活動が高まったところを赤矢印で示した。活動の途中

でそれぞれ２回と３回のマグマ貫入があったと解釈することできる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この様に、複数回のマグマ貫入があったと考えられる事例は上記の例以外にも見られている。

この様な事例については、活動初期の東伊豆のひずみ 24 時間変化量から活動期間全体のＭ１回

数を予測することは困難である。そこで、ひずみ変化の様子から複数回のマグマ貫入（ステージ）

があったと見られる活動については、ステージ毎にひずみ 24 時間変化量の最大値とそのステー

ジ期間内のＭ１回数を求めた（図 13）。 
深い場所に留まった活動と、やや幅を持っているが浅い場所まで上昇してきた場合の活動とに

分かれている。 

  

降
水

降
水

図12 ひずみの変化傾向が変わった事例（左：1988年、右：1998年） 
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活動場所の深さを考慮した上で、東伊豆のひずみ 24 時間変化量の最大値（Ｓ24 nstrain）と活

動期間内に発生するＭ１回数（ＮＭ１）との関係を求めると、おおよそ以下のようになる。 

 浅い活動 ＮＭ１ ＝ 15 × Ｓ24 （平均）  （３） 
   ＮＭ１ ＝ 30 × Ｓ24 （多い場合）  （４） 

 深い活動 ＮＭ１ ＝  3 × Ｓ24    （５） 
 
 
 
 

 
 
 以上で述べたとおり、マグマ貫入の深さの違いにより、地震活動の状況が異なる。そのため、

地震活動のｂ値についても、浅い活動と深い活動に分けて検討を行った。 
図 14 には気象庁カタログから求められる活動ごとの規模別頻度分布を重ね合わせて示した。

その際、深さ６km 以上まで上昇してきた活動と、それより深い場所に留まった活動とに分け、

浅い活動についてはＭ3.0 以上の積算回数を１とした場合の相対度数で、深い活動についてはＭ

1.0 以上の積算回数に対する相対度数で規模別頻度分布を示している。これを基に得られる平均

的なｂ値は、浅い活動では 0.8 程度（0.7～1.0）であるのに対し、深い活動では 1.1 程度（1.0～
1.5）の大きな値となっている。 

（百万ｍ３）
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＊図中、44 と付したものは 2006 年４月の活動である。この活動の震源は

概ね６～７km よりも深く、浅深の区分では「深い活動」として整理され

る。ただし、その際の活動域となっている川奈崎沖の東方沖で発生する

地震の震源は、過去のものも含め、他の場所よりもやや深いものが多く、

この領域では地震を発生しうる深さがやや深い可能性がある。 

深い活動

浅い活動 

（平均） 

浅い活動 

（多い場合）

図13 各ステージにおける東伊豆の 
   ひずみ24時間変化量および 
   マグマ貫入量とＭ１回数 

44 
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Wyss et al. (1997) は、深部（概ね７km 以深）ではマグマ貫入が繰り返されてきて、周辺の岩

盤の破砕が進行して大きな地震が起きにくくなっているためにｂ値が大きく、一方で浅い部分に

ついては逆にｂ値が小さいことを指摘している。 
 
以下に、マグマ貫入の深さの違いによる活動の特徴をまとめておく。 

 深さ マグマの断面積 地震回数 ｂ値 
深い 概ね 10～６km 小さい 少ない 大きい 
浅い 概ね６km 以浅 大きい 多い 小さい 

 

マグニチュード（Ｍ） 

 

Ｎ(

Ｍ)

の
相
対
度
数
※ 

  活動事例毎のＮ(Ｍ） 

Ｎ(Ｍ）の中央値 

中央値（3.0≦Ｍ≦5.9）の

回帰直線（傾き＝－0.82） 

Ｍ3.0以上のＭ積算度数分布 

0.70.81.0

0   1   2   3   4   5   6   7

Ｍ1.0以上のＭ積算度数分布 

1.0 1.1 
1.5 

  活動事例毎のＮ(Ｍ） 

Ｎ(Ｍ）の中央値 

中央値（1.0≦Ｍ≦2.0）の

回帰直線 （傾き＝-1.11） 

 

Ｎ(
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の
相
対
度
数
※ 

マグニチュード（Ｍ） 
0   1   2   3   4   5   6   7

浅い地震活動 深い地震活動 

図14 浅い活動と深い活動における、規模別頻度分布の比較 
   （浅い活動、深い活動の事例毎にそれぞれＭ3.0もしくは1.0の度数で規格化し、重ねて示した） 
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図15 最大地震の規模予測の概念図

３－４ 最大規模の地震とその震度の推定 
３－３で述べたように、東伊豆の 24 時間ひずみ変化量から、Ｍ１回数を求めることが出来る。

また、浅い活動と深い活動について、平均的なｂ値が求められている。そのため、G-R 式を用い

ることにより、その活動における最大規模の地震のＭ（以下、「最大Ｍ」）を推定することが出来

る。 
最大Ｍの推定手法を以下に示す。 

・東伊豆における 24 時間ひずみ変化量とＭ１回数の関

係式（式（３）～（５））からＭ１回数を推定する。 
・活動場所（深／浅）によって、適切な平均ｂ値を選択

する。 
・G-R 式の直線が回数Ｎ（Σｎ）＝１となるＭを最大地

震の規模とする。 

図 15 にはその概念図を示した。上記の様な経験的に求

められた浅い地震および深い地震それぞれの平均的なｂ値

を用いた場合の最大Ｍは以下の通りである。 

 Ｍ ＝ logＮ ／ 0.8 ＋ １ ・・・ 浅い活動の場合 

 Ｍ ＝ logＮ ／ 1.1 ＋ １ ・・・ 深い活動の場合 
 
この手法を過去の活動に適用して最大Ｍを推定し、実際に発生した最大Ｍとの差の頻度分布を

図 16 に示した。多くの事例で±0.5 の差に収まっており、本手法は有効であると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、最大Ｍを緊急地震速報で用いられている震度予測式（気象庁地震火山部，2008）に適用

することにより、活動域に最も近い震度観測点である伊東市大原（伊東市役所）における最大震

度を予測することも可能である。 
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図16 過去の活動における本手法による推定値と実際に発生した地震とのＭの差の頻度分布 
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３－５ 震度１以上を観測する地震の回数 
３－４では、Ｍ１回数と平均的なｂ値を用いることにより、最大Ｍを推定することが可能であ

ると述べたが、同じ考えにより震度１以上を観測する地震の回数（以下、「震度１回数」）につい

ても推定することが出来る。 
震度１回数の推定手法を以下に示す。 

・東伊豆における 24 時間ひずみ変化量とＭ１回数の関

係式（式（３）～（５））からＭ１回数を推定する。 
・震度１となる地震の下限Ｍを算出する。 
・下限Ｍ以上の総地震数を震度１回数とする。 

図 17 にはその概念図を示した。 
ここで震度１となる地震の下限Ｍの算出方法を検討する。 
これまでに伊東市大原（伊東市役所）の計測震度計で震

度１（計測震度 0.5）以上を観測した地震について、その

Ｍと震央距離の関係を図 18 に示した。この図から、震央

距離Ｄ（km）と下限Ｍとの間に以下のような関係が得られる。 

 Ｍ ＝ 2.0 × logＤ ＋ 1.0  （６） 

図中にはその線を示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
例えば、2009 年 12 月の活動では震度観測点から震央までの距離は概ね３km で、Ｍ２程度で

震度１が観測されることになる。この例の場合、東伊豆の 24 時間ひずみ変化量から予測したＭ

１の回数（1200～2400 回程度）を基に平均的なｂ値（浅い活動：0.8）を用いて算出した震度１

回数は 200～400 回程度である。実際に観測された震度１以上の地震の回数は 257 回であった。 
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（2009 年 12 月の震央について赤で表示）
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図17 震度１回数の予測概念図 

図18 伊東市大原における有感地震のＭと震央距離（左）、伊東市大原からの震央距離（右）
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３－６ 活動期間 
１）「活動期間」について 
活動期間については、気象庁による伊豆東部の群発地震の活動期間の定義がある。表１にその

定義を示す。 
 

表１ 鎌田の地震回数による活動期間の定義（気象庁） 

活動開始 
24 時間で 25 回以上 

（24 時間の最初の時間が属している日が開始日） 

活動終了 
日回数 10 回以下が５日連続 

（５日連続した最後の日が終了日） 

 
表１における、鎌田で計数している地震の下限Ｍは概ね M0.5 ないし 1.0 程度であり、このよ

うな小さな地震の発生状況を基にした活動期間は、住民が実感する（揺れを感じる）群発地震活

動の期間とは乖離がある。このため、ここでは震度１以上を観測する地震が発生するような、地

震活動の活発な期間を対象とする。 
伊豆東部における群発地震活動はマグマの貫入によることから、マグマ活動が継続していると

考えられる、地殻変動が続いている期間、すなわち東伊豆において縮みの変化が観測されている

期間を活動期間とした（以下、「ひずみ期間」）。活動の開始はおおよそのノイズレベルを上回る変

化が見られはじめた時刻で、数時間程度の誤差で読み取ることができる。一方、活動の終わりは、

前 24 時間のひずみ変化量が 10n strain を最初に下回った時刻とした。 
このようにして求めたひずみ期間と、活動初期に観測されるひずみ 24 時間変化量の最大値と

の関係を図 19 に示した。複数回のマグマ貫入があった事例（図中の 18,20,37）なども含まれる

が、全般的に両者には相関関係のあることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ここで、今回定めた活動期間の定義についての妥当性を検証しておく。 
 

図19 東伊豆のひずみ24時間変化量と

   ひずみ期間 
0

5

10

15

20

0 100 200 300 400

ひずみ24時間変化量（n strain）

日
数

（
歪
期
間

）

37

18

20

日
数
（
ひ
ず
み
期
間
）



 18  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 20 には、東伊豆のひずみ変化（上方向が縮み）と共に、地震数（鎌田地震回数、Ｍ1.0 以上

の回数：Ｍ１回数、Ｍ2.0 以上の回数：Ｍ２回数、震度１回数）の積算グラフを示した。それぞ

れの大きさは鎌田の地震回数による活動期間内の総数で規格化している。各回数積算グラフの数

値（％）は、鎌田の地震回数による活動期間における総数のうちのひずみ期間内に発生した回数

ひずみ開始 ひずみ終了

Ｍ２回数

震度１回数

Ｍ１回数

鎌田回数

東伊豆ひずみ

91%

89%

95%

96%

Ｍ２回数 

震度１回数 

Ｍ１回数 

鎌田回数 

ひずみ開始 ひずみ終了

91%

92%

93%

76%

東伊豆ひずみ 

91%

95%

95%

95%

Ｍ２回数

震度１回数

Ｍ１回数

鎌田回数

ひずみ開始 ひずみ終了

東伊豆ひずみ

1997 年３月の活動 

Ｍ２回数

震度１回数

Ｍ１回数

鎌田回数

ひずみ終了

96%

93%

97%

98%

東伊豆ひずみ（上が縮み）

ひずみ開始 

1998 年４～５月の活動

2006 年４月の活動 2009 年 12 月の活動 

図20 ひずみ期間に発生した地震数（鎌田地震回数、Ｍ１回数、Ｍ２回数、震度１回数）の割合 
   （鎌田の地震回数を基にした期間に発生した地震を100％とした） 
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の割合である。赤の破線はひずみ期間の開始と終了を示す。 
鎌田の地震回数による活動期間内に発生した地震の９割がひずみ期間内に観測されている。震

度１以上を観測する地震もひずみ期間内に大半が発生している。このことは、群発地震活動の主

たるものはマグマ貫入によって発生していることを意味している。したがって、地震活動の活発

な期間として、このひずみ期間を用いることが適当であると考える。 
 

２）複数回のマグマ貫入と活動期間 
次に、1988年や 1989年の事例のように、活動の途中でひずみの変化傾向が大きく変わる場合、

すなわち複数回のマグマ貫入があったと考えられる活動における活動期間について検討を行って

みる。 
ダイク成長モデル（図７）で示したとおり、マグマの上昇に応じてひずみ変化が観測されてお

り、この変化が見られなくなるとそのマグマ活動が終了したと考えられる。2009 年 12 月の活動

（図 20 右下参照）の様に、活動初期の急激なひずみ変化の後、徐々に変化傾向は小さくなり、

やがて収まっていくことが１回の活動のパターンで、その活動期間は概ね数日程度である。しか

し、過去の活動においては活動期間中に落ち着きかけたひずみ変化が再び大きく変化するような

ことを繰り返し、長期にわたってひずみの変化が観測された事例（図 12）が見られる。これらは

複数回にわたってマグマの貫入（上昇）があったものと考えられる。 
そこで、これら複数回の貫入があったと見られた事例について、ひずみの変化傾向を基に活動

期間を複数のステージに分け、各ステージにおけるひずみ 24 時間変化量とその期間を図 21 に示

した。図には複数のステージが見られない活動についても併せて示した。また図には１ステージ

あたりのひずみ活動期間の頻度分布も併せて示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ひずみ 24 時間変化量は数 10 nstrain から約 250 nstrain までと大きくばらついているにも関

わらず、活動期間には大きな差はない。これはマグマの上昇モデルで見たように、その上昇速度

 

0

5

10

0 50 100 150 200 250 300

24時間変化量 （ステージ毎、n strain）

活
動
日
数

単期間 No.11
No.20 No.24
No.30 No.37
No.18 1

6

5

9

4

5

4

0

1

0

24 時間変化量 （ステージ毎、n strain） 

図21 各ステージの活動期間とひずみ24時間変化量（左）、活動期間の頻度分布（右） 

期間の頻度分布 
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が一定であることからマグマ活動の期間も一定であることと一致している。 
また頻度分布図では１ステージあたりの活動日数は４日間程度の頻度が高い。７日以上となる

事例も見られるが、これらは単ステージの活動として整理されたものばかりであり、実際は複数

回の貫入があったにも関わらず、ひずみの変化傾向からは複数ステージに分けられなかった可能

性もある。いずれにしても、１ステージあたりの活動日数は平均４日で、長くて１週間程度と整

理される。 
 

３）活動期間の予測について 
２）で述べたように、１回のマグマの貫入による活発な活動期間は数日程度であると言える。

したがって、活動初期における主要な活動期間の予測は、概ね４日、長くて１週間程度となる。 
その後、複数回にわたってマグマが貫入してくることもあるが、その場合の活動期間を事前に

予測することは不可能である。そこで、マグマの動きを監視し、新たなマグマ活動が始まったと

判断される場合には、さらに４～７日間程度地震活動が継続すると予測する。 
なお、地震活動の終わりは、東伊豆におけるひずみ変化の終息をもって終わりとする。 
 

４）活動期間についてのまとめ 
１）～３）における検討結果を以下に示す。 
・１回のマグマの貫入による活発な地震活動の期間は平均４日、長くて１週間程度である。 
・地震活動の活動な期間は、ひずみの縮み変化の続いている期間と概ね一致する。 
・マグマが複数回にわたって貫入してくる場合は、貫入のたびに数日程度活動が長引く。 
・ひずみの縮み変化がなくなれば地震活動も終わりとなる。 
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４．伊豆東部の地震活動の予測手法について 
４－１ 本検討で抽出した地震活動の特徴 

伊豆東部の地震活動について、３章で抽出した特徴を以下に示す。 
・マグマ貫入量と地震活動の規模（地震回数）は比例する。 
・マグマ貫入量と東伊豆の 24 時間ひずみ変化量には相関がある。 
・マグマ貫入による地殻変動は地震活動に先行する。 
・１回のマグマ貫入に伴う主要な活動期間は平均４日、長くて１週間程度である。 
・東伊豆におけるひずみ変化が収まるとともに、主要な活動も終わりとなる。 

また、地下深部におけるマグマの動きと地震活動との関係は以下のとおりである。 
・地震活動に先行し、深さ 10km 程度からのマグマ上昇による地殻変動が始まる。 
・マグマが上昇し、深さ７～８km あたりになると地震が発生し始める。 
・マグマが深さ４～６km あたりまで上昇すると、地震活動は活発になる。 
・マグマが更に上昇すると、地震はさらに増加する。 
・マグマが地表近くまで上昇すると、低周波地震や火山性微動が発生し始める（1989 年の噴

火時の事例）。 
 
４－２ 予測手法の基本的概念 
伊豆東部で繰り返し発生している群発地震活動は、マグマの地殻浅部への貫入によって発生す

る。また、３章や４－１に示したとおり、地震活動の規模は、地下深部から上昇してくるマグマ

の動きや量と相関があり、また東伊豆のひずみ変化も上昇するマグマの量と相関がある。 
したがって、観測された地殻変動データを基に群発地震活動の規模を予測することが可能と考

える。３章における検討を基とした予測手法の概念（予測対象、予測項目、予測の流れ）を示す。 
○予測の対象とする現象 
 マグマ貫入によって引き起こされる地震活動 

（マグマの動き自体を予測するのではなく、貫入したマグマの動きとその量を推定し、それ

によって発生する地震活動を予測する。） 
○予測を行う項目 

①活動期間中の最大規模の地震のマグニチュード（Ｍ）とその地震による震度 
②震度１以上を観測する地震の回数 
③主たる活動期間 

○予測手法の概要 
予測の流れを以下に記し、その概念図を図 22 に示す。 
１）マグマ貫入に伴う地殻変動を検知 
２）検知した地殻変動よりマグマ貫入量を推定 
・東伊豆の 24 時間ひずみ変化量とマグマ貫入量の関係式（式（１））を用いる。 

＊今回整理した方法は、貫入したマグマ量とその位置を直接推定するものではなく、

東伊豆のひずみ変化量とマグマ貫入量との経験式に基づくものである。 
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３）推定したマグマ貫入量から、地震回数を予測 
・ひずみ 24 時間変化量とＭ１以上の地震回数の関係式（式（３）～（５））を用いる。 

＊地震回数の予測も上記と同様にひずみ変化量による経験式に基づく方法を用いた。

またマグマが深いところでとどまる場合と浅いところまで上昇する場合では関係

式が異なるので、マグマの位置を監視して最適な関係式を適用することとなるが、

ここでは震源の深さの変化でマグマの動きを間接的に推定する方式を用いた。 
４）最大規模の地震のＭ（項目①）及び震度１以上を観測する地震の回数（項目②）を予測 
・３）で予測したＭ１以上の地震回数と、過去の地震活動から求められたｂ値から、G-R
式を用いて最大規模の地震のＭと震度および震度１以上を観測する地震の回数を予測す

る。なお、震度予測は伊東市役所（伊東市大原）を対象とする。 
５）主たる活動期間（項目③）を予測 
・地震が多発する、主たる活動の期間を予測対象とする。 
・１回の（マグマ貫入に伴う）地震活動期間は概ね４日、長くて１週間程度である。 
・マグマの動きを監視し、２回目以降の貫入があればそれについて言及し、さらに４日～

１週間程度地震活動が継続すると予測する。 
・ひずみの変化が収まるとともに、主たる活動も終息したと判断する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図22 予測手法の概念図 
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４－３ 監視の流れについて 
抽出された地震活動の特徴から想定される、伊豆東部の群発地震活動におけるシナリオ、およ

び監視項目や今回とりまとめた予測手法等の概念図を図 23 に示す。 
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図23 マグマの動きと監視の概念図 
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５．防災上の留意事項 
 
（１）本手法の適用対象 

本手法は過去の地震活動から抽出した特徴を基にとりまとめたものであり、過去の活動と同様

の形式で発生する地震活動を予測する手法である。そのため、発生場所やマグマ貫入量などが大

きく異なるなど、過去の活動とは異なる形で地震活動が発生した場合は、本手法による予測の適

用外となることに留意する必要がある。 
 
（２）群発地震活動終期に周辺で発生するやや大きな地震の対応 
本手法はマグマの挙動を把握し、マグマ活動に起因する地震活動を予測するものである。３－

６で示したとおり、マグマの活動が終われば活発な地震活動もほぼ終わりとなる。しかし、活発

な活動が収まった後も、活動域の端あるいはその周辺で散発的にやや大きな地震が発生する事例

が時々見られる。これらはマグマ貫入に伴って生じた地殻ひずみの拡散過程で発生しているもの

と考えられる。また、マグマ活動によるもの以外の地震が発生する可能性がある。 
これらについて、現在の手法で予測することは不可能だが、このような事例のあることを周知

しておくことが必要である。 
 
（３）火山噴火への移行 
マグマの上昇によって活発な地震活動が発生するが、さらにマグマが地表付近まで上昇した場

合には、1989 年の群発地震活動の様に火山噴火に至る可能性がある。しかし、今回とりまとめた

予測手法はあくまで地震活動の推移を対象とした予測であり、火山噴火については適用外となる。

その様な事態が予想される場合には、火山情報（噴火警戒レベルや噴火警報）により噴火の可能

性等が情報発表されることになる。 
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６．今後に向けて 
今回整理した手法は、体積ひずみ計で観測されたひずみ変化量を用いた経験式によりマグマ貫

入量などの推定を行うものである。現状では東伊豆体積ひずみ観測点１点に依存しており、実際

に情報発表を行うにあたっては、バックアップとなりうる観測点の整備も含めた、複数点のデー

タによる監視体制の検討が必要である。 
また本手法の検討で明らかになったように、この群発地震活動の予測のためにはマグマの挙動

をリアルタイムで把握しておくことが必須である。現在は、東伊豆のひずみ変化を用いて、簡便

な方法でマグマの量を推定しているが、伊豆東部周辺には東伊豆の体積ひずみ計の他、地殻変動

の観測機器が多数設置されており、今後は傾斜計や水位計など別の地殻変動データも用いて、マ

グマの量や位置、マグマの動きなどをリアルタイムで直接監視する手法の開発やシステムの導入

についての検討が必要である。 
また、過去の活動事例をさらに詳しく、精度よく整理・特徴抽出を行うには、精度の良い震源

カタログが必須であり、可能な限り、多くのデータを収集・震源再計算などを行うことが重要で

ある。 
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平成 21 年８月 10 日 

地震調査研究推進本部 

地 震 調 査 委 員 会 

 

 

地震活動の予測的な評価手法検討小委員会の設置について 

 

 

１．設置趣旨 

 地震調査委員会における現状評価の高度化に資することを目的とし、過去の地震

活動から特徴の抽出・整理を進めるとともに、地震活動の推移・見通しについての

評価手法を検討するために、本委員会の下に地震活動の予測的な評価手法検討小委

員会を設置する。 

 

２．審議事項 

（１）地震活動の特徴の抽出 

（２）抽出結果の整理・評価に基づく地震活動の予測的な評価手法の検討 

（３）その他 

 

３．構成員等 

（１）小委員会を構成する委員及び専門委員については、地震調査委員会委員長が

別途定める。 

（２）委員長は、小委員会の構成員の中から主査を指名する。 

（３）主査は、小委員会に専門家を招へいし、意見を聴取することができる。 
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地震調査家研究推進本部 地震調査委員会 

地震活動の予測的な評価手法検討小委員会 
 

 

（主 査）  

 島崎 邦彦 国立大学法人東京大学名誉教授 

 

（委 員） 

 飯尾 能久 国立大学法人京都大学防災研究所教授 

 今給黎哲郎 国土地理院地理地殻活動研究センター地理地殻活動総括研究官 

 小原 一成 独立行政法人防災科学技術研究所地震研究部 

  地震観測データセンター長（第１回～第２回） 

 勝俣  啓 国立大学法人北海道大学大学院理学研究院准教授 

 汐見 勝彦 独立行政法人防災科学技術研究所 

  高感度地震観測管理室長（第３回） 

 清水  洋 国立大学法人九州大学大学院理学研究院教授 

 平田  直 国立大学法人東京大学地震研究所長 

 前田 憲二 気象庁気象研究所地震火山研究部第一研究室長 

 松澤  暢 国立大学法人東北大学大学院理学研究科教授 

 吉田 明夫 国立大学法人静岡大学理学部客員教授 

 

（事務局） 

 鈴木 良典 文部科学省研究開発局地震・防災研究課長 

 北川 貞之 文部科学省研究開発局地震・防災研究課地震調査管理官 

 長谷川裕之 文部科学省研究開発局地震・防災研究課地震調査研究企画官 

 山岡 耕春 文部科学省科学官（名古屋大学大学院環境学研究科教授） 

 横田  崇 気象庁地震火山部地震予知情報課長 

 矢来 博司 国土地理院測地観測センター地震調査官 

 土井 恵治 気象庁地震火山部管理課地震情報企画官（第１回～第２回） 

 長谷川洋平 気象庁地震火山部管理課地震情報企画官（第３回） 

 宮岡 一樹 気象庁地震火山部地震予知情報課調査官 
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地震活動の予測的な評価手法検討小委員会検討状況 

 
平成 21 年 12 月 24 日 

  第１回地震活動の予測的な評価手法検討小委員会 

 

平成 22 年３月１日 

  第２回地震活動の予測的な評価手法検討小委員会 

 

平成 22 年７月２日 

  第３回地震活動の予測的な評価手法検討小委員会 

 

 

 


